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特集●研究者のキャリアと処遇
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Ⅰ　は じ め に

　大学における科学研究の現場は大きな転換点に
いる。とりわけそれは日本において顕著である。
文部科学省は，1990 年代から大学院重点化政策
を押しすすめ，2004 年には国立大学法人化を断
行するとともに，運営費交付金を毎年 1％ずつ削

減する政策を進めてきた。研究者ポストの増加を
前提とすることなく，アカデミアに競争原理を持
ち込もうとしたこれらの政策は，シニア層よりも
若手の研究者にそのしわ寄せをもたらした。そし
て，ポスドクという耳慣れない用語はいまや社会
問題と化している。
　他方で文部科学省は，COE プログラム，グッド・
プラクティス，グローバル COE，リーディング
大学院など，次々と競争的プロジェクトへのファ
ンディング（資金）を打ち出し，これらに費やさ
れた競争的資金は，この 10 年で約 3 倍に増加し
ている。財務省的に言えば，切迫する国家財政の
中で文教費を特別扱いとし，運営費交付金の削減
総額を補ってあまりある競争的資金を保証してき
たという自負につながろう。ところがこの政策は，
競争的資金バブルに沸く一部の大学や研究室と，
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2004 年に国立大学が法人化されてから 10 年になろうとしている。この間，国立大学のみ
ならずアカデミアの世界は，外部からの容赦ない批判と国からの予算の削減に直面してき
た。国立大学の基盤的経費である運営費交付金は減額される一方，研究費は競争的に配分
されるようになった。そしてこの変化は，大学の研究環境に大きな影響を及ぼし，シニア
層よりも若手の研究者にそのしわ寄せが及んでいる。このような研究環境の競争化は，ア
メリカにおいてすでに 1980 年代から急速に始まり，アカデミアの世界を大きく変貌させ
てきた。この公的資金の削減に対して各研究大学は，企業との共同研究，寄付金の拡大，
大学基金のグローバル投資，大学発ベンチャーへの関わりなど，研究資金のマルチファン
ディング化を押し進めた。大学の活動が外部の「私的な」利害と関わることが増大するに
伴って，利益相反や研究不正への厳密な対処が求められるようになり，研究者の側も良い
研究環境を求めて，企業や政府機関を含めた他の組織へ頻繁に移動するなど，キャリアに
ついての意識も変化してきた。その結果，戦略的な意思決定を行う大学本部のマネジメン
トの能力と役割が極めて重要になってきている。本論文ではアメリカにおける科学者の研
究環境の変化を大学経営の視点から論じ，日本の現状への示唆を提供したい。

研究者養成と研究のマネジメント
──アメリカの経験から学ぶ
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外部資金を獲得しにくい部局や分野との間に格差
を生み出す一方で，研究費獲得競争が論文出版や
特許取得への焦燥感をあおり，度重なる研究不正
を誘発している。科学研究のパトロネッジのあり
方が変わり，それに対する制度的対応が遅れた結
果の悲劇と言えないだろうか。
　これは，科学研究の現場の変化を予想できな
かったパトロンの側の失態なのか。背景には，研
究者という生き方そのものの変化があるのか。こ
の小論では，研究者の育成も含めた研究環境の改
善を考える手がかりとして，ファンディング・エー
ジェンシー（研究資金提供者）と研究者との間に
あって，両者の緊張関係から生じる諸問題を融和
させる，アカデミアの研究マネジメントの課題に
光を当ててみたい。

Ⅱ　科学研究の在り方と研究者養成にお
けるマネジメントの役割

1　科学研究者のモチベーションはなにか？

　科学研究の意識はこの 30 年で大きく変わった。
いわゆる科学論という文脈で言えば，科学者のユ
ニバーサルな共同体の存在を前提とし，人類普遍
の知の探究を担う科学研究という伝統的な科学観�

（Merton�1961）を嚆矢とし，ディシプリン中心の
伝統的な学問から問題解決型の科学研究への変化
を指摘したキボンズの「モード論」へ，さらに
80 年代に顕在化した大学研究の特許化や産官学
連携の深化を説いた「トリプルヘリックス論」

（Etzkowitz�and�Leydesdorff）やサイエンス型産業
の勃興ともに始まった大学研究に対する産業界の
視線の転換�（Siegel,�Wright�and�Lockett�2007）へ
と展開していった。またこうした動きに対して，
市場的原理の導入をアカデミック・キャピタリズ
ムと警戒する論者もいる�（Slaughter�and�Leslie�
1997,�Hackett�2001）。
　上記の科学のメタ論に比して，置き去りにされ
ているのは研究者の養成とモチベーションの問題
である。何が科学者を研究のフロンティアへ向か
わせるのか。また彼らのパフォーマンスを維持す
るためにはどのような政策が必要なのか。公的研

究資金の投入は高い効率性を実現することが求め
られる。そのためには，個々の研究者のインセン
ティブの向上が不可欠であろう。では，科学者を
研究にかり立てている動機は何であろうか。
　科学者を研究に従事する一人の労働者と見たと
き，研究開発の費用が研究者をトレーニングし育
成すると考えるなら，このプロセスは，ゲーリー・
ベッカー流の人的資本の形成と考えることも出来
る。例えば，ステファンとレビンは，科学研究者
のモチベーションを次の 3 つのエレメントからな
る 効 用 関 数 と 捉 え て い る�（Stephan�and�Levin�
1992）。彼らによれば，第一は研究者自身の科学
研究に基づく内面的な喜びであり，第二は研究を
通したサイエンスコミュニティーでの認知への希
求，そして最後に研究者自身が受け取る金銭的な
報酬だが，研究者はこの 3 つの効用のベネフィッ
トが無くなるまで研究を続けることになる。だと
すれば，研究者の労働環境を考えるとき，政策的
はこれらの 3 つの効用それぞれについて最適化を
目指せばいいということになろう。
　一方で，研究者の内面的なインセンティブは遥
かに多様なものであって，その多様性を認め保持
することこそが，広範囲に及びつつある科学研究
の波及効果を作り出し，回りまわって科学研究の
長期的なダイナミズムを高めるのだと考える研究
者 も 多 い（Tuunainen�2005,�Murray�2006,�Smith-
Doerr�2005）。
　実際のところ，科学研究を社会における他の仕
事と隔てている最大の要素は，その成果に至る不
確実性の高さにある。科学の現場は，数多くの研
究者が特定の問題を解くために競争しあうフィー
ルドであって，誰が成功者となるかを事前に予測
することはほとんど不可能である。そして，ある
研究テーマに成功した者がその栄誉のほぼ全てを
手に入れる（a�winner�takes�all）という世界に科
学者たちは生きている。もし，成果の評価と報酬
をもって研究者のインセンティブとするならば，
成功者が全てを手に入れてしまい，競争に負けた
研究者はそのようなリスクの高い活動に参画しな
くなってしまう。それゆえ，研究の初期段階にお
いては，可能性のあるプロジェクトに広く浅く研
究支援の手を差し伸べるべきであるし，成否を事
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前に問わないという意味では，公的資金が最も適
切なファンドなのである。
　ところが，近年どの国においても，大学をはじ
めとしたアカデミアへの公的資金に対して厳しい
目が向けられつつある。そのような中で，研究者
の養成を含めたアカデミアの環境をどのように整
えていけば良いのだろうか？
　こうした論点に関わる研究の多くは，研究資金
の提供者であるファンディング・エージェンシー

（提供者）とそれを受け取る研究者個人（受容者）
という視点から論じること（principal-agent�model）
が多かった（Dasgputa�and�David�1987）。一方で，
資金の提供者と受容者の側の間にある「組織」の
役割は忘れられていたのではないか。具体的には，
個々の科学者が属している研究機関や大学におけ
るマネジメントの在り方が，科学研究のフロン
ティアに大きな影響を与えており，学術研究の多
様性の保持と内部的なインセンティブ構造にプラ
スの影響を及ぼしている。そのマネジメントの戦
略的な強靭化が，現在のアメリカにおける科学研
究の優位性につながっているのではないだろう
か。
　筆者は，そのような問題意識を持って，1980
年以降のアメリカにおける研究大学の財務データ
を基に，科学現場のインスティテューショナルな
役割の重要性について考えてきた。以下ではその
一部を紹介し研究者の養成におけるマネジメント
の役割を検討する。

2　1980 年代からのアメリカにおける公的資金の
削減

　公的資金の削減という経験でも，アメリカはそ
の先駆けである。アメリカの研究大学は，1970
年代からの連邦政府の補助金カットによって重大
な財政的危機を迎えた。すでに 1968 年には，第
二次大戦後から圧倒的な資金を研究大学に投入し
ていた連邦政府の政策が大きく転換し，研究大学
への財政支援は前年比約 20％，基礎研究に限っ
ても 13％の削減の方針が打ち出された。そして
この頃から，研究大学は，大学財務の積極的な改
善に取り組み始めるのである。
　この時期にハーバード大学を 20 年にわたって

学長として率いていた Derek�Bok は，1977 年に
フォード財団が纏めた報告書の中で，次のような
興味深い言葉を残している。「現在アメリカの研
究者は，連邦政府からの資金減に直面し，ますま
す多くの研究時間を研究資金の申請のために犠牲
にしている。極度に詳細なプロジェクトを作らな
ければ資金の獲得につながらないし，仮にその計
画を変更する際には，数々の承認を行政当局から
得なければならなくなっている。結果として，研
究に関わる事務の仕事が急増し，研究者の時間の
20％を奪う事態になっている。研究の申請は，そ
のターゲットが極めて狭く明確なプロジェクトし
か選別されなくなっている。そしてそのことが大
学研究環境の悪化を招き，多くの優秀な若い研究
者をアカデミックの世界から遠ざける事態になっ
ている。」（Ford�Foundation�et�al.�1977）
　安定的公的資金の削減，個別プロジェクトの競
争的資金化，それによる事務作業の拡大と博士課
程進学への悪影響，現在の日本の状況と何とよく
似ていることか。
　さらに，1990 年代に入ると，それまで公的資
金で守られていた州立大学にも大きな財政的変化
が訪れる。80 年代のアメリカの多くの州立大学
では，大学収入の半分近くが州からの補助金に
頼っていた。ある意味では日本における国立大学
の運営費交付金のそれに近かったと言えるだろ
う。ところが 90 年ごろから，州政府からの補助
金は毎年のようにカットされ，その度合は日本に
おける運営費交付金の削減どころの話ではない。
図 1 が示すように，カリフォルニア大学では，州
政府の補助金が下落を始め，2014 年では全体の
収入の 25％までに落ち込んでいる。
　この激変する大学の財務環境に対して，各大学
は独自のビジョンと努力によって収入の分散化を
図るようになる。なによりも，研究者に外部の競
争的研究資金の獲得を推奨し，研究の特許化とそ
のライセンス供与を推進し，さらには民間企業と
の共同研究や寄付金の拡大によって大学財務の健
全化を模索し始めるのである。このことが，大学
の財務体質に大きな変化をもたらし，結果として
大学独自の戦略的資金を拡大させて，若手研究者
も含めた研究者の環境の改善につながっていっ

論　文　研究者養成と研究のマネジメント
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た。
　上記の戦略的資金の原資の一つとして，間接経
費を取り上げてみよう。間接経費とは，個々の研
究者やその研究チームが獲得する直接的研究資金

（直接経費）に加えて，その研究を可能ならしめ
るための経費として授与される資金だが，直接経
費に対するパーセンテージは 70 年代から上昇を
始め，エリート研究大学ではいまや 60％を超え
ている。そしてこの経費の多くは，大学本部と研
究者の属する部局の運営費に回される。すなわち，
より研究能力が高く多くの外部資金を獲得できる
研究者がいればいるほど，その直接経費に付随し
て，より多くの間接経費が大学や部局のマネジメ
ントの資金となり，大学内部の研究と教育の環境
改善に用いられるのである。例えば，間接経費の
一部は大学の「一般経費（general� fund）」の中に
組み込まれ，大学における奨学金やフェローシッ
プとして研究者の卵に還元されるシステムが出来
あがっている。
　スタンフォード大学における 2014 年のジェネ
ラルファンドは12億5080万ドルにのぼっている。
この資金は，大学の教育研究全体を統括するプロ

ボスト・オフィス（provost�office）によってコン
トロールされ大学の戦略的資金として用いられる
が，その 22％は間接経費を原資とする。この間
接経費を，大学院生のフェローシップなどに提供
することで，学内の研究環境を長期的かつ戦略的
に醸成することに使用しているのである。
　ビッグサイエンスとしての科学研究が例外では
なくなった現在，次世代研究者の養成は，教授と
その弟子という古めかしい関係に依存するより
も，そのプロジェクトの研究統括者（principal�
investigator）が差配しているチーム全体で行うよ
うになっている。個々の研究室は，工場でのチー
ムワークのような組織を形成し，研究統括者は外
部資金と間接経費からの奨学金を組み合わせなが
ら，チームとしての研究者の養成を行う。
　日本においても今後はこのような傾向が強まる
だろう。研究大学を志向すればするほど，安定し
た運営費交付金よりも，マネジメント的な戦略を
持って，競争的資金を研究環境の改善に用いる努
力が求められるだろう。それが，現在の若手研究
者の苦境を救う方策の一つだと考えている。

図 1　カリフォルニア大学（全キャンパス）総収入・資金源別

注：��グラント（grants）は研究者のアイディアで申請し認められた外部研究費，コントラクト（contracts）はファンディングエージェンシーの委託
で行われる外部研究費。

出所：UC�Total�Funds�Received�by�Sources,�Financial�Reports�より作成
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3　大学マネジメント部門の役割の拡大

　筆者の研究グループは，このような研究組織の
制度的環境を把握するために，アメリカの研究大
学を中心に，それぞれの過去数 10 年間の財務デー
タを収集分析してきた 1）。特に注目したのは，大
学の部局ごとの財務の変動ならびに大学の基盤基
金の運用である。以下では，その一部を紹介して
みたい。
　図 2 ～ 4 は，スタンフォード大学，カリフォル
ニア大学，ハーバード大学の部局ごとの財務の編
成を示している。まず，図 2 のスタンフォードの
データを見てほしい。ここには，1975 年から
2000 年までの，医学研究科，工学研究科，人文学・
社会科学，物理学研究科などの部局ごとの予算に
加えて，大学本部（central�administration）の予算
の変遷が描かれている。予算の額で言えば医学研
究科が最も高く，それに続いて工学研究科の予算
が急増しているが，大学本部の予算はそれについ
で 3 番目である。また年ごとの増加率で言えば，
1980 年から予算は急速に拡大し始めるが，大学
本部の予算の伸びは，工学研究科にほぼ変わらな
いほどの高い成長を示していることが分かるだろ

う。
　同様に図 3 は，カリフォルニア大学全体の部局
ごとの予算の数値に加えて，カリフォルニア大学
の中でもトップスクールであるバークレー校の大
学本部の財務データを示している。ここでも，機
構支援（institutional�support）ならびに上級監理

（executive�management）の予算が，他のどの分
野の予算よりも増加している実態が見てとれる。
　さらに図 4 は，ハーバード大学の部局ごとの人
件費の推移を現したデータである。1970 年から
80 年の 10 年と 80 年から 90 年までの 10 年を比
べた 2 つの図表では，10 年ごとに大きな変化が
生じていることがわかる。1980 年以降，どの部
局においてもその人件費が伸びているし，中でも
その伸びは，メディカルスクールが最も大きい。
さらにその予算を伸ばしているのはビジネスス
クールだが，1980 年代に入ると部局ごとの人件
費で見ても，大学本部の予算の伸びは，実にビジ
ネススクールよりも高いし，伸び率だけで見れば
メディカルスクールよりも大きな伸びを 1980 年
代の半ばから経験しているのである。
　これらの財務データが示唆するものは何であろ
うか。第一に，アメリカの研究大学の財務が，明

論　文　研究者養成と研究のマネジメント

図 2　スタンフォード大学：部局別の支出額

出所：Budget�Allocation�of�Stanford�University�Stanford�Financial�Reports�より作成
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らかに 1980 年代にターニングポイントを迎えて
いることである。公的資金の減少を受けて，大学
の財務は多方面からの資金を獲得する戦略を取り
始め，そのことが大学の研究と教育の環境を改善
するのに大きく寄与したのであろう。
　さらに重要なことは，大学本部の財務上の役割
が急速に拡大しているという事実である。研究者
の集まりである大学において，ファンディング・
エージェンシーからの外部資金に加えて，様々な
手段によって集められてきた大学本部の経営資金
は，フェローシップ，学内の研究グループの形成，
新規プロジェクトへの支援，優れた研究者のリク
ルートなどの形で研究の現場に還元されている。
　加えて，アカデミアが，産業界をはじめこれま
で接点のなかった外部のアクターとの関わりを強
めるにつれて，大学としてマネジメントを行うべ
き多種多様の事案が発生する。企業との関わりに
ついての利益相反のガイドラインの制定，研究不
正の可能性を未然に防ぐためのコンプライアンス
関係の活動などである。伝統的なアカデミアには

存在しなかったこれらのマネジメント活動の拡大
が，大学本部の予算の急増の背景にあると考えて
間違いないだろう。そして，このような活動は，
研究者という仕事のキャリア形成にも大きな影響
を及ぼしつつある。

Ⅲ　研究環境の変化と研究者の移動

1　教員給与と奨学金の変化

　では，上記に述べたような 1980 年代からの大
学財務の変化は，研究者や大学院生の研究環境に
どのような影響をもたらしたのだろうか。　
　アメリカの研究大学の博士課程には，国内のみ
ならず世界中から優秀な大学院生が集まってく
る。そして，いわゆるトップ 20 くらいまでの研
究大学なら，博士課程の多数の学生は授業料を免
除されているばかりか，それに加えて，stipend

（給付金）と呼ばれる生活支援の資金を大学から
支給されていることが多い。私立の研究大学なら，

出所：“Institutional�Support”�and“Executive�Management”（UC�Berkeley,�UC�System）�UC�Financial�Reports�より作成

図 3　カリフォルニア大学（全キャンパス）およびバークレー校：部局別の支出額
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1 年間の学費は 3 万ドルを遥かに超えるから，そ
の学費の免除だけで，教科書などの付随する経費
を加えれば 4 年間で 12 万ドル以上の費用が大学
からその博士課程の学生へと供与されていること
になる。それに加えて，給付金として月に 1000
ドル程度をもらうのはざらであるのを考えると，
博士課程の学生 1 人の入学を許可すれば，大学は
その学生の卒業までに日本円にして 2000 万円以
上の資金を投入していることになるのである。
　もちろんこの経費の多くは，国立衛生研究所

（National� Institute�of�Health，以下，NHI）や，全
米科学財団（National�Science�Foundation，以下，
NSF）などの外部のファンディング・エージェン
シーからの研究費やそれに付随する間接経費でカ
バーするのが通常だが，大学本部が，ジェネラル
ファンドから負担することも多い。必然的に大学
は，外部資金も含めた研究教育上のマネジメント
の努力が求められることになる。
　また，日本の一部私学に見られるようなマスプ
ロ講義が許されないアメリカの大学では，少人数
の学生に集中的な教育を行うための教師の側の負
担は必然的に高まらざるを得ないし，そのための
費用は年々増加するばかりである。州立大学など
は，州内や国内の学生の学費は抑える一方，海外

からの留学生には高い授業料を課して，このよう
な教員経費を補おうとする傾向があるし，人件費
の高騰を抑えるために寄付金や基金の運用益を投
下するようになっている。
　だとすると，アメリカの研究大学における教員
給与はどのような変化を見せてきたのか。なぜ，
アメリカの研究大学は授業料を免除した上に，給
付金までを提供しようとするのか？　その動きに
変化はあるのだろうか。その変化はいつ頃生まれ
てきたのだろうか？　それらの理解のために，図
5 から，スタンフォード大学を例に，この大学院
教育のコストの変化を見てみよう。
　1980 年から 2000 年にかけて，研究上の物品の
経費とともに，教員の給与予算が急速に上昇して
いる。プロジェクトの規模が拡大するにつれて，
研究助手などの数も増加しているため，一概に教
員報酬だけが伸びているとは言いがたいが，教授
や准教授のポストの数に大きな変化は見られない
ことを考慮に入れると，教員の給与がこの 20 年
ほどで上昇していると考えて良いだろう。これに
比して，日本における研究者の待遇は決して良く
ない。研究者の給与は，運営費交付金の中の大き
な部分を占めており，運営費交付金の毎年の削減
が給与の増加を阻むばかりか，東日本大震災を受

論　文　研究者養成と研究のマネジメント

出所：Salaries�and�Wages�in�Harvard,�Financial�Reports より作成

図 4　ハーバード大学：部局別の給与・賃金支出の変遷（1970 ～ 1990 年）
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けて 2013 年から 2 年間の時限付きで 10％の削減
を余儀なくされた。結果として，この 20 年ほど
のアメリカの研究者との金銭的な待遇の差は開く
ばかりである。
　さらに興味深いのは，給付金の変化である。こ
のデータを見ても，アメリカにおける大学院での
生活支援資金も増加していることが分かるだろ
う。潤沢な奨学金と給付金の提供によって能力の
高い将来の研究者を集めることは，大学経営上の
大きなメリットになるからに他ならない。奨学金
や給付金は，単なる「学生支援」という福祉目的
というよりも，大学の研究経営における「投資行
為」となっている。研究者の卵である学生にとっ
ても，大学の名声を高めたいと思っている大学本
部にとっても，嘱望された学生への資金供与は，
望ましくかつ必要な投資行動だと考えられている
からであろう。
　翻って日本では，国立大学の自然科学系の教員
から，優秀な大学院生をある種の無償の労働者と
見なしているかのような言葉を聞くことがある。
それなりの学費を払い，奨学金と称する借金を背
負ったままで，まるで徒弟奉公のように研究室の

有能な労働者として研究統括者のプロジェクトを
支える。もしそれが「弟子」の生き方なのだとす
れば，そこに志ある学生が夢を見出すことができ
ないのは，当然ではないだろうか。

2　研究環境の変化と科学者の移動

　これまで見てきたアメリカの研究大学における
研究環境の変化は，研究者のキャリア形成にどの
ような影響を与えているのだろうか？　研究資金
や教育経費が競争的資金に依存するようになった
こと，大学本部の財務的な関わりが拡大したこと
は，研究者の意識に変化を及ぼしたのだろうか ?
特に，競争的資金を獲得できる研究者は，大学の
研究上の名声を高めてくれるのみならず，外部資
金の獲得が間接経費という資金源の増加につなが
るため，各大学は優秀な研究者を引き抜こうとす
る。それはいつ頃から，またどのような変化を辿っ
てきたのだろうか？
　このような疑問から，筆者は�Web�of�Science�
の研究論文のデータを用い，スター研究者の所属
情報を追跡することで，科学者の移動の頻度を計
測するプロジェクトを始めている 2）。ここでは，

図 5　スタンフォード大学：教員給与および大学院生奨学金の変遷

出所：Stanford�University�Financial�Reports より作成
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スタンフォード大学の生命科学における代表的な
7 分野�（生化学，遺伝学，免疫学，細胞生物学，放射
線医学，神経科学，腫痬学）のデータからその一例
を紹介したい。用いたデータは，2000 年から
2010 年の発表論文のうち，著者の所属欄にスタ
ンフォード大学を含み，かつ非引用件数（Web�of�
Science�Core�Collection）が多い研究者の上位 100
人をそれぞれの分野におけるスター研究者と考え
て，その 100 人の過去から現在までの全ての論文
を収集して，それぞれの年の所属先を集計した。
次に，ある研究者が「スタンフォード大学だけ」
に初めて所属した年をスタンフォード大学へ「流
入」した年と考え，その人物の所属が「他の研究
機関だけ」に所属した年を「流出」の年とする一
方で，どちらにも属している件数も集計した。以
下のデータはあくまでスタンフォード大学のケー
スであるが，これらどの分野においても興味深い
共通点が見て取れる。
　この小論では紙幅の制約から，7 つの分野のう
ち，生化学，遺伝学，免疫学の内の 3 つのデータ
と 7 つの分野の総計データのみを収録しておく

（図 6，7，8））。全体的に，どの分野も 2000 年前
後に�「スタンフォード大学のみに所属している人
数」が急増するが，流入する研究者の数は 2003
～ 2007 年から一転して減少を始める。また，
2003 ～ 2007 年頃から，どの分野でも「他の機関

だけに所属している人数」が急増しているが，興
味深いことに，スタンフォード大学と他の機関の
両方に属している研究者は，どの分野も，1990
年代後半より生じてきており，2007 年以降に急
増する傾向にある。
　このような傾向がどの研究大学にも当てはまる
のか，また分野ごとの違いに特性が見いだせるの
か，今後の研究によって確かめたい。ただ，1990
年ごろから研究者の移動が顕著になり，2000 年
を境に流入と流出の双方でその動きが加速してい
るのではないかと考えている。
　さらに，このスター研究者 100 人の 1980 年か
らの研究所属を追ってみると，そこには，伝統的
な意識の研究者とは違う新しいキャリア形成のパ
ターンも現れている。当該研究者がスタンフォー
ド大学所属として初めて論文を書いた年，またそ
れ以前に 4 年間はスタンフォード大学に属してい
なかった場合に，その論文の出版年をその人物の

「流入」年とし，4 年以上の間隔をあけずに最後
にその人物がスタンフォード大学教員として論文
を書いた年を「流出」年と定義した。その上で，
100 人のスタンフォード大学の滞在年数を推計し
てみた。
　図 9 には，生化学の分野に限定した，流入者の
平均滞在年数と流出者の平均滞在年数がプロット
してある。これを見ると，1980 年代にスタン

論　文　研究者養成と研究のマネジメント

図 6　スタンフォード大学におけるスター研究者の移動：生化学

出所：�Web�of�Science�Web�of�Science より「著者所属－拡張＝各大学名」「ドキュメントタイプ＝ Article」「言
語＝ English」に限定し，「Web�of�Science の分野」で出力した。
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フォード大学に移籍してきた優秀な研究者の滞在
年数は長く，その後，その年数は下落を始め，
2000 年代からの流入者は滞在が短い。また，流
出者は 2000 年代から増加するものの，2010 年ま
では極めて早期に移籍してしまう傾向があるもの
の，2010 年代に流出した研究者は比較的長い滞
在の後の移籍であることもわかる。
　このデータは，あくまで 2000 年代 10 年間のス
ター研究者のライフスタイルを追ったもので，
1980 年代，1990 年代の研究者を特定していない
ため，今後の調査を待たねばならないが，この
30 年ほどの間に，同じ研究機関に長期に滞在す
る伝統的な研究者のスタイルから，様々な機関を

渡り歩くキャリア形成へと移っていることを示唆
しているのではないだろうか。�
　このデータに表われている若い世代の研究者の
移動頻度の高さは，研究という「仕事」のあり方
が変化していること，またそれが社会的にも求め
られる人的資本の形成に関わっていることを示し
ているのではないだろうか。例えば，ディーツと
ボーズマンは，科学と工学の研究者 1200 人の履
歴書から所属先の移動を特定し，彼らの研究の生
産性をアカデミックな論文と特許取得への貢献か
ら計測することで，研究者のキャリア形成の変化
を社会資本の視点から論じている（Dietz�and�
Bozeman�2015）。それによれば，大学の研究室の

図 7　スタンフォード大学におけるスター研究者の移動：遺伝学

出所：Web�of�Science�Web�of�Science より。図 6 に同じ。
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図 8　スタンフォード大学におけるスター研究者の移動：免疫学

出所：Web�of�Science�Web�of�Science より。図 6 に同じ。
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みに籍を置いている研究者は科学論文において高
い生産性を示し，大学のみならず外部の民間企業
や政府機関との間を頻繁に移動している研究者は
イノベーションへの寄与が高い。「仕事」の多様
化は，研究者のその後の共同研究のパターンに影
響を与え，他の分野との人間関係を持つルートが
多ければ多いほど，トータルとして社会への貢献
は高くなるとも言える調査である。
　こうした研究者の意識の変化を前提としなが
ら，大学は昨今のグローバル大学ランキングのよ
うな組織間の競争に直面せざるを得ない。いきお
い，多様化する研究者キャリアの価値を認め，そ
れに応じた研究マネジメントを構築していく必要
が問われているのである。

Ⅳ　多様化する研究者という生き方

1　研究者のキャリアとは何か？

　30 年前ならいざ知らず，いまは社会の隅々で
自然科学系の能力の高い学生への需要は高まるば
かりである。必ずしも研究室の中だけで一流の研

究者という険しい崖を上って行かなくても，数学
や物理工学を学んだ人なら金融業界で遥かに大き
な給与を獲得できるだろうし，外資系のコンサル
ティング会社などは，新たなベンチャー型研究開
発のシーズに長けた，その分野の科学者を高給で
雇いたいと待ち構えているだろう。その中で日本
の将来のアカデミアと科学研究を支えていく人材
をどのように確保すればいいのか。
　日本においてもこの 20 年ほどの間に，アカデ
ミアと産業界などの外部組織との間に様々なネッ
トワークが築かれつつある。象牙の塔に棲息する
基礎研究者からのシーズを，川上から川下への流
れに乗せて提供していけばいいというリニアモデ
ルの楽観論は影を潜め，アカデミアと外部組織と
の情報と人材のフィードバックが求められる連鎖
モデルが当たり前になりつつある現在，大学でア
カデミアの訓練を受けようとする研究者の生き方
をもう一度考えてみる必要があるだろう。
　第一に考えなければならないのは，大学院が
持っていた研究者養成の目的の多様化と変化であ
る。ノーベル賞という栄光の頂点を目指す，ごく
一握りのエリート科学者の育成を第一とし，その

論　文　研究者養成と研究のマネジメント

図 9　�スタンフォード大学における研究者の流出と流入，平均滞在年数の比較
1980-2015/BIOM* 対象研究者数 100名，N=110

出所：Web�of�Science�Web�of�Science より。図 6 に同じ。
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階段を登り切れない学生をそぎ落としていくよう
な従来の大学院教育の在り方では，この変化しつ
つあるアカデミアの空間に対応することはできな
いだろう。優秀な学生を引きつけるための奨学金
などの金銭的なチャンスは，公的資金のみならず
民間の資金から確保しなければならないし，した
がって大学院教育も，エリート研究者養成の中核
は残しながらも，重層的で多様な教育プログラム
を用意していく必要がある。研究者という生き方
は，もはや一握りのエリート学者だけのものでは
なくなっているのである。
　第二に，パトロネッジの大きな変化がある。い
うまでもなく，共同研究費やその他の形でアカデ
ミアへの資金的なつながりを強めつつあるアメリ
カの現状では，金銭的報酬も含めて，科学研究に
は実に様々な潜在的な可能性が存在し，それに関
わることが研究者のキャリアにマイナスどころか
しばしばプラスにさえなる。そしてこの現実は，
伝統的な研究者の生き方に大きな変化を及ぼしつ
つある。現在のアカデミアが置かれている世界は，
そのような多面的な利害の渦巻く場所に変化して
いるし，その中での優秀な研究者養成の在り方は
何かを考える視座が必要とされるだろう。
　第三は，役に立つ研究と基礎的な研究との間の
壁が大きく揺らいでいるという現状である。大学
の研究に対して，知識の有用性を求める声は遥か
昔から存在している。それでも，大学を中心にア
カデミアのピュアな基礎研究の神話が生まれたの
は，ある種政治的なアメリカの文脈であったこと
は拙著ですでに論じた（上山 2010）。いまでは，

「知」に期待される役割はより根源的なオリジナ
リティに向かい，基礎研究と応用研究の壁，基礎
的な研究と役に立つ研究との壁が失われつつあ
る。基礎研究がそのまま応用から製品開発へとつ
ながる現状では，科学の現場でも，これらの目に
見えない壁を軽々と越えていくような新しい世代
の研究者が求められている。
　伝統的なアカデミア一辺倒の研究プログラムを
作るのは実に単純である。しかし，多様で複雑な
利害関係と様々な社会のアクターが織りなす世界
の中で，アカデミアのエリートを養成していくの
は遥かに困難な仕事であろう。その変化に対応す

るような大学院プログラムを作り出すことも含め
て，大学における研究プログラムのマネジメント
の力が問われているのである。

2　科学研究におけるオーサーシップの多様化

　古くは 1926 年に，アルフレッド・ロトカは，
科学研究の現場では限られた数の優れた研究者が
発表される論文の大多数を出版し，それ以外のほ
とんどの研究者は生涯にわたって少数の論文を書
く こ と で 終 わ っ て い る と 書 い て い る（Lotka�
1926）。この表現の中には，伝統的なアカデミア
が持っていた古めかしい研究者観がある。少数の
エリート研究者が数百本もの論文を書き，それ以
外の研究者に研究上のクレジットがまったく与え
られていなかったという事実は，高みに上ってい
く一部のエリート研究者のみを育てていこうとし
たアカデミアの体質と無関係ではあるまい。
　だがその世界は大きく変わっている。それを端
的に示すのが，近年の論文における著者数の急速
な増加である。電子工学系の論文などを見ると，
1 つの論文に実に 20 ～ 30 人もの著者の名前が
延々と連なることも多い。とりわけ，大型の実験
器具を使い，チームで研究を行うような体制が主
流となっている分野ではその傾向が強い。多くの
研究者や様々なパトロネッジの機関を巻き込ん
で，多様な視点と利害の中で研究が実行されてい
るのである。このことは，研究の現場が，新たな
知識の製造に携わる工場のような組織構造へと変
化していることの結果でもある。
　ウァチティらの研究によれば，1950 年代から
2000 年代までに，自然科学の 171 の下位分野で
チームでの論文が増えている。1955 年当時の科
学論文において，論文の中に複数の著者名が書か
れていたのは約 17.5％であったが，2000 年まで
には半数以上の 51％の科学論文がチームでの研
究成果として発表されている。この増加率は自然
科学系だけではない。大規模な実験施設や研究人
員を必要としないと思われていた数学の分野にお
いても，著者の連名はここ 20 年の間で急速に増
加しているし，2 人あるいはそれ以上の著者名の
論文が社会科学や人文学の分野でも増加している
という（Wuchty,�Jones�and�Uzzi�2007）。
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　さらに興味深いのは，「同等の著者クレジット
（equally�credited�authors）」という現象だろう。
著者が複数であっても，中心的なアイディアを提
供した研究者をファーストオーサーとして最初に
記述し，貢献度に応じてセカンド，サードと著者
名を連ねるのが通常の流儀だが，アーカブとロー
テンバックの調査によれば，特に医学系の雑誌論
文で「同等の貢献度」と記述する論文も増えてき
ているという�（Akhabue�and�Lautenbach�2010）。
　たとえば New England Journal of Medicine で
は，2000 年では 1％の論文で「同等の著者クレ
ジット」と記述していたのに対し，2009 年では
8.6％へと上昇している。Journal of American 
Medical Association ではこの変化が 0％から 7％
へ，Lancet で は 1 ％ か ら 3.6 ％ へ，Annals of 
Epidemiolgy では 0％が 3.8％へ，そして British 
Medical Journalでは0％が1％へと増加している。
　現代のチームワーク化された科学研究の現場で
は，その論文を支える新たなアイディアといえど
も，チーム内での多くの研究者のデータの共有と
相互的な意見交換が欠かせない。そこでは，研究
統括者も准教授も大学院生も，同じチームの一員
として同等の役割を担っている。だとすれば，大
学院生に奨学金と給付金を提供しながらも，単に
研究上の有能な労働力ではなく一人の同僚とし
て，それぞれのラボが研究者養成を行うように
なっていると考えるべきではないだろうか。ここ
には，古いタイプの研究者の生き方から，より現
代的なネットワーク型の研究者像への変化が表れ
ていると見た方がいい。そして，実はこの変化は，

「正しい研究倫理」への関心の高まりとも呼応し
ているのである。

Ⅴ　科学者の意識と大学研究のマネジメ
ント

　日本でも，ノバルティス・ファーマ，J-ANDI（日
本アルツハイマー病脳画像診断先導的研究）案件な
ど，とりわけ生命科学の領域で，研究データの捏
造・改竄の疑惑が新聞紙上を賑わすようになって
いる。研究者の養成をテーマとする論文でこの問
題を最後に取り上げたいのは，次の 2 つの理由に

よる。研究不正という現象が，公的な科学研究の
使命と私的な利害の入り交じった現代のサイエン
スの状況から生まれてきたものであり，さらにそ
れを統御する大学のマネジメントという仕事は，
新たな研究者のキャリア形成につながると考える
からである。

1　研究不正とパトロネッジ

　1980 年代のアメリカを起源として，アカデミ
アの世界は遥かに複雑になった。科学研究の特許
化が始まり，知的財産化の法整備が整えられ，ア
カデミアから産業界への技術移転が強く期待され
るようになった。伝統的な大学なら無縁であった
外部のアクターとの関わりが強まる中で，アカデ
ミアには私的な利害の誘惑が押し寄せている。研
究不正はその一つの現れと言える。そして，先に
述べた原著者（authorship）の多様化は，広義の
研究不正の意識の高まりの結果と考えてもいい。
その意味で，次世代の研究者の養成は，このよう
なアカデミアの意識の変化を前提とすべきだろ
う。
　1981 年にアメリカの下院議会で，生命科学の
領域での加熱する商業化を検討する公聴会が開か
れている。興味深いことに，この年に，研究不正
の問題を扱う公聴会が，同じく当時下院議員で
あったアル・ゴアを座長として開催されているの
である。アル・ゴアは冒頭次のように問いかけて
いる。「科学は真に自らの身を正すことができる
のだろうか？　ピア・レビューのプロセスは，十
分にその役割を果たしているのだろうか？巨大な
実験室を運営している我が国の主導的な科学者た
ちは，研究を行う上で十分な注意を払っているの
だろうか？」
　政治的パフォーマンスは，科学に対するパトロ
ネッジの構造に大きな変化を及ぼす。その危険を
察した科学者から，科学の現場への政治的な介入
だという声が上がったのは不思議なことではな
い。1981 年に，NIH のディレクター，ドナルド・
フレディクソンは，「科学者が実験室やその他の
学内資源を適切に用い，科学コミュニティーを維
持しているかどうかをチェックする主たる責務は
大学にある」と述べて，政府の介入に強い拒否感

論　文　研究者養成と研究のマネジメント
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を示していた。
　しかしながら，アメリカの科学界は 1989 年に
なるまで，この問題に積極的に対応しなかった。
NSF は早くから，研究費支給の判断に行政官や
法律家によるチェックの体勢をとり始めたが，
NIH は，科学コミュニティーによる自主的な規
制を期待し続けたのである。結果として，連邦議
会は，1988 年 4 月に 2 回にわたって「科学的詐
欺（scientific� fraud）」に関する公聴会を開くこと
になる。
　研究不正をアカデミアの外から行政的に取り締
まるべきか，科学の自主性を尊重すべきか，この
2 つの間でアカデミアは揺れる。結果として，
1989 年に NSF に監察総監室（Office�of�Inspector�
General），NIH に 研 究 公 正 局（Office�of�Research�
Integrity）の部局が設立されるも，2001 年に連邦
政府は，研究不正の定義として，データの捏造

（fabrication），データの改竄（falsification）および
データの盗用（plagiarism）のみに限定し，そこ
から派生する多くの事例の判断は，大学や学界に
委ねることを決めた。この 3 つを称して FFP 基
準という。すなわち，研究不正かどうかの判断は，
大学の研究マネジメントで解決すべきものだとい
うコンセンサスが作られたのである。

2　研究者のキャリアとしての研究不正マネジメント

　研究不正と言ってもそのすそ野は極めて広い。
とりわけ難しいのは無意識の研究不正（uncon-
scious�misconduct）と呼ばれるもので，本人の自
覚なしに不正の領域へと足を踏み入れてしまって
いるようなケースである。したがって，いまでは
大学ごとに様々なガイドラインの網が作られてい
る。レスニックらの調査によれば，トップ 200 の
研究大学で，59％が連邦政府の FFP 基準を超え
る数多くの基準を採用しているし，かつこの基準
が 大 学 ご と に 実 に 多 様 な の で あ る�（Resnik,�
Raymond�and�Kissing�2014）。
　そしていまや研究不正への対応は，告発と処罰
という初期の視点から，個々の大学のマネジメン
トにその処理の軸足を移し，そのプロフェッショ
ナルな対応力を高めることによって，処罰よりむ
しろ研究環境の向上を目指すという方向へと進み

つつある。言い換えれば，研究不正への適切なマ
ネジメントによって，研究者の自由度を高め，よ
り良い研究環境を構築するため手段に昇華してい
る。
　日本における研究不正への対応は，外部の弁護
士による処罰の判断に傾きがちだが，むしろこの
問題への対応には科学の専門家の関与が不可欠で
ある。実際，アメリカの研究大学のコンプライア
ンス・オフィスでは，かなりの数の科学の専門家
が働いている。例えば，デューク大学では 10 人，
ハーバード大学ではそれぞれのスクールに分かれ
ながらも十数人のスタッフがいるし，スタン
フォード大学においては約 35 人のコンプライア
ンス・オフィサーが働いている。そのほとんどの
部局では，博士号を持つ科学者がヘッドとなり，
その下には JD（法務博士）のような弁護士資格を
持つスタッフや科学者が，プロフェッショナルと
して数多く働いている。
　ここに，科学研究の専門家養成のひとつの可能
性がある。アメリカでは，この問題を外部の弁護
士，法律家や倫理学者に委ねるのではなく，科学
の専門知識を備え，法律の専門的訓練も受けてい
る人材，いわば科学のマネジメントを行うことの
できるプロフェッショナルを育成することで対応
しようとしている。このような動きは，科学のコ
ミュニティーをさらに拡大していく努力であり，
日本においてもこの新しい研究者養成の方向性が
さらに模索されるべきだと考えている。

Ⅵ　結語にかえて

　この章では，科学の現場の構造的な変化を論じ
た後に，様々な社会的要請に対応するためにも，
大学マネジメントの役割が極めて重要になってき
ていること，さらに研究者の生き方が大きく変貌
と遂げつつあることを，アメリカの大学のデータ
などを参考に論じてきた。このような研究のフロ
ンティアの動きを正しく理解することによって，
次世代の研究者養成に新たな視点を付け加えるこ
とができるのではないだろうか。
　アカデミアの現代的な使命とは，純粋な研究者
を育てることだけではない。知識基盤社会の真っ
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只中にあって，複雑な専門知識を身に付けた多様
なプロフェッショナルを育てていくことが，現在
の科学に与えられた課題だろう。研究費を獲得す
ることだけが，アカデミアの本質を守ることでは
ない。むしろ，科学研究の中枢を理解し，社会の
無理解からそれを守る防波堤となる。そのような
プロフェッショナル人材を育てることがますます
必要となっていくであろう。研究不正の問題でさ
えも，この課題と関わっていることを指摘してこ
の小論の筆を擱きたい。

 1）筆者は，「アカデミアの戦略的ガバナンス研究�（Project�on�
Strategic�Governance�and�Management�of�Academia）」と
いうプロジェクトを行っている（http://prosgma.org）。こ
こでの記述は，このプロジェクトで収集・分析しているデー
タを用いている。この論文で用いるデータの切り出しについ
ては，福井文威氏の協力を得た。

 2）Web�of�Science�のデータから，主だった研究大学の 1980
年代から現在までのスター研究者の移動を特定し，その変化
を外部資金や大学内の研究・教育投資との関連から検証する
プロジェクトを，現在，慶応義塾大学総合政策学部の伊谷陽
祐氏と行っている。このデータはその一部から転用したもの
である。
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